
宮崎県情報公開条例の一部を改正する条例（令和４年１２月１４日 条例第３７号）

宮崎県情報公開条例（平成11年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

（開示請求権） （開示請求権）

第５条 ［略］ 第５条 ［略］

２ 何人も、この条例に基づく公文書の開示を請求する権利を濫用

してはならない。

（公文書の開示義務） （公文書の開示義務）

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る公 第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る公

文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という｡ ）の 文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という｡ ）の

いずれかが記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該 いずれかが記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該

公文書を開示しなければならない。 公文書を開示しなければならない。

(１)・(２) ［略］ (１)・(２) ［略］

(２)の２ 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

第60条第３項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第４項

に規定する行政機関等匿名加工情報ファイルを構成するものに

限る。以下この号において「行政機関等匿名加工情報」という

｡ ）又は行政機関等匿名加工情報の作成に用いた同条第１項に

規定する保有個人情報から削除した同法第２条第１項第１号に

規定する記述等若しくは同条第２項に規定する個人識別符号

(３)～(７) ［略］ (３)～(７) ［略］

（開示決定等の期限） （開示決定等の期限）



第11条 前条第１項及び第２項の決定（以下「開示決定等」という 第11条 前条第１項及び第２項の決定（以下「開示決定等」という

｡ ）は、開示請求があった日から起算して15日以内にしなければ ｡ ）は、開示請求があった日から14日以内にしなければならない

ならない。ただし、第６条第２項の規定により補正を求めた場合 。ただし、第６条第２項の規定により補正を求めた場合にあって

にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 は、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

２ ［略］ ２ ［略］

（開示決定等の期限の特例） （開示決定等の期限の特例）

第12条 開示請求に係る公文書が著しく大量であるため、開示請求 第12条 開示請求に係る公文書が著しく大量であるため、開示請求

があった日から起算して45日以内にそのすべてについて開示決定 があった日から44日以内にその全てについて開示決定等をするこ

等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがあ とにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には

る場合には、前条の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求に 、前条の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求に係る公文書

係る公文書のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等を のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの

し、残りの公文書については相当の期間内に開示決定等をすれば 公文書については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。こ

足りる。この場合において、実施機関は、同条第１項に規定する の場合において、実施機関は、同条第１項に規定する期間内に、

期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知 開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければ

しなければならない。 ならない。

(１)・(２) ［略］ (１)・(２) ［略］

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条に１項を加える改正規定は、公布の日から施行する。


